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貴社におかれましては、日頃より鉄道事業の安全の確保と利用者への安定した輸送サービス 

の提供にご尽力いただいておりますことに対して厚くお礼申し上げます。 

さて、鉄道は、府県市民の生活や地域の産業を支える重要な交通機関であるため、昨年 12月

17日に発表された令和４年３月に実施される現行ダイヤの減便や区間短縮、また、一部報道で

の路線見直し方針などは、日常の移動に公共交通を必要としている府県市民や、公共交通を利

用して来訪される観光客の利便性を低下させ、さらなる利用者の減少を招くものであり、地元

自治体の生活基盤を揺るがしかねず、ひいては関西全体の活力低下につながりかねません。 

 つきましては、新型コロナウイルス感染症により社会経済活動全般が大きな影響を受けたこ 

とにより、貴社におかれましても非常に厳しい経営環境にあるということは重々理解しており 

ますが、昨年７月の要望に引き続き、下記の事項について特段の御配慮を賜りたく、再度、こ 

こに強く要望いたします。 

 

 

記 

 

１ ダイヤ改正については、利用者はもちろん、地元自治体への事前周知・説明を十分に行い、

協議の場を設けるなど、理解を得られるよう、引き続き努めること。 

 

２ 令和４年３月のダイヤ改正において、運行間隔が大幅に拡大されるエリアの列車の減便や

区間短縮を見直すなど、利用者の利便性に十分配慮するよう、努めること。 

 

３ やむを得ず減便や区間短縮をする場合であっても、新型コロナウイルス感染症拡大に伴う

暫定措置とし、コロナ収束後は、地元自治体などと協力し、速やかにダイヤの復活に向け取

り組むよう、努めること。 

 

４ 令和４年３月のダイヤ改正に加え、輸送密度 2,000 人以下区間の路線見直しや支社再編な

どが報道されているところであるが、今後、急進的な合理化が地方路線の切捨てにつながら

ないよう、地元自治体との事前協議の場を設けるなど関係者と密に連携協力し、必要な地域

交通の維持や利便性の向上に取り組むよう、努めること。 

 

５ このコロナ禍においては、今後も引き続き、国の「新型コロナウイルス感染症対策の基本

的対処方針」を踏まえた府県市の協力依頼等について配慮するよう、努めること。 
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